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○大学教授が書籍１冊全部をPDF化して受講生に送付し 
 たことがツイッターで判明し、出版社から指摘。 
（著作権侵害事案への対応（有斐閣）
http://www.yuhikaku.co.jp/static/copyright_infringement.html） 

 
○法学の書籍・テキスト10冊に他の書籍からの無断転載 
 があったとして、執筆をした准教授が諭旨解雇に。 
 （近畿大学ウェブサイト「教員の懲戒処分について」2019.8.6） 

 
○大学の学長が入学式の式辞で著名な歌の歌詞を紹介 
 するのは問題？ 
 ―「京大から著作権使用料「請求しません」JASRAC、ボブ・ディランさん 
  の歌詞掲載で」（ 2017年5月24日 Sankei Bizウェブサイト ） 
    https://www.sankei.com/entertainments/news/170524/ent1705240008-n1.html 

大学における著作権を巡るトラブルなど 
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○ICTによって他人の著作物に容易にアクセスし、共有で 
 きる時代。（質の高い教材の作成・利用が可能に。） 
 
○不正・コンプライアンスに対する社会的関心の高まり。 
 
○スマホが普及し若者も容易に世界中に発信できる時代。 

 著作物を利用する機会（＝教育の質向上のチャンス）
と、権利侵害を問われるリスクが、ともに増大 
 
 著作物を安心・円滑に利用できるよう、著作権制度に
ついて適切に理解しておく必要がある 

なぜ今、ICT活用教育と著作権？ 
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本日の講演の構成 

１．著作物を適法に利用する方法 
 

２．教育活動における著作物の利用場面と 

  利用方法ごとの対応 
 

３．教育に関わる権利制限規定 
 

４．著作物の創作的表現の利用について 

4 



著作物を適法に利用する方法 

保護期間内？ 

適用できる権利制限規定はある？ 

Yes 

No 

権利の対象行為？ 
（複製・翻案、公衆送信、上映・演奏等） 

No 

Yes 
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ライセンス表示（CC等）はある？ 

No 

そ
の
ま
ま
利
用
可
能 

著作権者に許諾をとる 
（著作権者・連絡先がわかる場合） 

文化庁長官の裁定を受ける 
（著作権者・連絡先がわからない場合） 

いずれの条件も     満たさない場合・・・ 

利用対象は著作物？ 
著作物の創作的表現の利用に当たる？ 



著作物を適法に利用する方法 

利用対象は著作物？ 
著作物の創作的表現の利用に当たる？ 

保護期間内？ 

適用できる権利制限規定はある？ 

Yes 

No 

権利の対象行為？ 
（複製・翻案、公衆送信、上映・演奏等） 

No 

Yes 
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ライセンス表示（CC等）はある？ 

No 

そ
の
ま
ま
利
用
可
能 

著作権者に許諾をとる 
（著作権者・連絡先がわかる場合） 

文化庁長官の裁定を受ける 
（著作権者・連絡先がわからない場合） 

いずれの条件も     満たさない場合・・・ 

本日取り扱う部分 
本日の講演で 
取り扱う部分 



本日の講演の構成 

１．著作物を適法に利用する方法 
 

２．教育活動における著作物の利用目的等 

 に応じた対応 
 

３．教育に関わる権利制限規定 
 

４．著作物性／著作物の創作的表現の利用 
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著作物の利用目的と権利制限 
利用目的 教育関係規定 その他関係規定 

教育 
活動 

自己の正規の授業のために
担当教員が教材等を作成 

35条（授業のための複製
等） 

 
 
 
 
 
 
32条（引用） 
 
38条（営利を目
的としない上演
等） 

公開講義やFDなどの組織
的教育活動のために担当教
員が教材等を作成 

35条の適用可能性あり 

MOOC ― 

第三者に提供（OCW、大
学等の作成教材、出版等） 

入学者選抜 36条（試験問題としての
複製等） 

その
他の
活動 

研究 ― 

広報 

学内事務 
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著作物の利用方法ごとの権利の働き方と抗弁 
利用方法 関係する権利 関係する抗弁 

作成 
段階 

そのまま利用 複製権（21条） 35条 

一部改変して利用 

翻案権（27条） 
二次的著作物利用権（28条） 

35条＋47条の6（翻訳、
翻案等による利用） 

同一性保持権（20条） 20条1項4号 

他人の表現を参考にし
て似たものを自作 

（複製権、翻案権、二次的著
作物利用権、同一性保持権） 

著作物の創作的表現の利
用に該当しない（後述） 

提供 
段階 

紙で配布 
頒布権（26条） 
譲渡権（26条の3） 

35条＋47条の7（複製権
の制限により作成された
複製物の譲渡） 

LMS等にアップロード 
メール送信    等 

公衆送信権（23条）（送受信
設備が同一構内にない場合） 

35条（※H30年改正法で
対象拡大） 

上映権（22条の2）（送受信設
備が同一構内にある場合） 

38条（営利を目的としな
い上演等） 

プロジェクタ等で上映 
スピーカーから流す 

上映権、上演権・演奏権（22
条）、口述権（24条） 
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著作物の利用態様と引用の適用可能性 

著作物の利用態様 引用（32条）の適用可能性 

講義用スライド等に文献・写真・映像
等の一部を掲載 

利用の仕方によっては引用（32
条）の適用の余地あり 

上記スライドを含む講義映像を収録 

自作教材に写真・文献等の一部を掲載 

参考文献として論文等を丸ごとコピー
して配布 
 

引用（32条）は通常適用できない
と思われる 
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教材作成等における著作物利用（まとめ） 
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１．自己の授業のために担当教員が教材等を作成する場合 

• 35条により一定の条件の下で相当程度自由に著作物を利用可能。
ネットワーク送信は平成30年改正法により今後適用対象が拡大。 
 

２．上記以外の場合 

• 32条（引用）の適用可能性を検討 

• その他の抗弁を検討 

  ①共通：「利用対象に著作物性がない」との抗弁 

  ②他人の著作物の一部分を利用する場合や他人の著作物を参考にし 

   て自作する場合： 

   「著作物の創作的表現の利用に当たらない」との抗弁 
 

※いずれの場合も、他人の著作物を改変する場合は同一性保持権に留 

 意する必要。   



本日の講演の構成 

１．著作物を適法に利用する方法 
 

２．教育活動における著作物の利用目的等 

 に応じた対応 
 

３．教育に関わる権利制限規定 
 

４．著作物性／著作物の創作的表現の利用 
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• 学校等の営利を目的としない教育機関の教育活動の公益
性に鑑み、著作権者の利益を不当に害しない範囲で、教
員又は生徒等が、その授業の過程での利用に供するため
に教育上必要な著作物の複製等を行うことを認めるもの。 

 

（例） 

・授業用のスライドや自作教材に写真、新聞、小説、美術の一節な 

 どを盛り込む。 

・授業で上映するためにテレビ番組を録画する。 

・予習用に授業に関連する論文等をコピーして学生に配布する。 

・学生の発表において関連する文献の一部や写真等を盛り込む。 

学校その他の教育機関における複製等（35条） 



 （学校その他の教育機関における複製等） 
第三十五条  学校その他の教育機関（営利を目的として設置されている
ものを除く。）において教育を担任する者及び授業を受ける者は、その
授業の過程における使用に供することを目的とする場合には、必要と認
められる限度において、公表された著作物を複製することができる。た
だし、当該著作物の種類及び用途並びにその複製の部数及び態様に照ら
し著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。  

２ 公表された著作物については、前項の教育機関における授業の過程
において、当該授業を直接受ける者に対して当該著作物をその原作品若
しくは複製物を提供し、若しくは提示して利用する場合又は当該著作物
を第三十八条第一項の規定により上演し、演奏し、上映し、若しくは口
述して利用する場合には、当該授業が行われる場所以外の場所において
当該授業を同時に受ける者に対して公衆送信（自動公衆送信の場合にあ
つては、送信可能化を含む。）を行うことができる。ただし、当該著作
物の種類及び用途並びに当該公衆送信の態様に照らし著作権者の利益を
不当に害することとなる場合は、この限りでない。 

【現行規定】 
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 （学校その他の教育機関における複製等） 
第三十五条 学校その他の教育機関（営利を目的として設置されている
ものを除く。）において教育を担任する者及び授業を受ける者は、その
授業の過程における利用に供することを目的とする場合には、その必要
と認められる限度において、公表された著作物を複製し、若しくは公衆
送信（自動公衆送信の場合にあつては、送信可能化を含む。以下この条
において同じ。）を行い、又は公表された著作物であつて公衆送信され
るものを受信装置を用いて公に伝達することができる。ただし、当該著
作物の種類及び用途並びに当該複製の部数及び当該複製、公衆送信又は
伝達の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、
この限りでない。 

２ 前項の規定により公衆送信を行う場合には、同項の教育機関を設置
する者は、相当な額の補償金を著作権者に支払わなければならない。 

３ （略） 

【平成30年改正法】※令和3年5月24日までに施行 
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＜複製が認められるための条件＞ 

ⅰ公表された著作物 

• 公表とは、権利者の許諾を得て不特定多数に相当部数頒布
等されたもの。私的な手紙などは対象外。 

 

ⅱ学校その他の非営利目的の教育機関 

• 株式会社立の予備校等は対象外。 
 

ⅲ「教育を担任する者」「授業を受ける者」が 

• 民間企業や大学支援機関が学生向けに教材を作成する場合
は対象外 

• 事務職員などこれらの者の「手足」と評価できる者は対象 
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ⅳその授業の過程における使用に供する目的 

• 「授業」とは、教育機関がその業務として組織的に行う教
育活動と解される。大学では単位認定される正規授業のほ
か、FDや社会貢献活動としての一般的な公開講座も「授
業」に当たると解釈できる余地はあると考えられる。 

• 「その授業」とあるので、自分の授業以外のために使用す
ることは基本的に認められない。OCW（オープンコース
ウェア）は対象外となると解され、MOOC（大規模公開オ
ンライン講座）も同様の解釈となる可能性あり。 

• 「授業の過程」とあるので、予習・復習などその授業によ
る教育目的を達成するために必要なプロセスであれば対象
となると解される。 
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今後、ガイドラインによる適用範囲の明確化が期待される 



ⅳ必要と認められる限度 

• 教育目的に照らして授業で使用する必要がある部分に限っ
て複製が認められる。単なる参考文献など授業で直接取り
扱わない書籍全部を複製するようなことは認められない。 

 

ⅴ著作権者の利益を不当に害することとならない 

• 著作権者の市場と衝突するようなものは対象外 

  例：参考書やドリルなど教育機関での利用に供するために 

   制作・販売されているもの 

• MOOCは、受講者数に限定がなく、大量の著作物の利用可
能性があることから、当該要件を充足しない可能性が高い
と考えられる。 

 
 

ⅵ慣行がある場合は出所の明示が必要 
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今後、ガイドラインによる適用範囲の明確化が期待される 
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 （複製権の制限により作成された複製物の譲渡） 
第四十七条の七 ・・・、第三十五条第一項、・・・の規定により複製 
 することができる著作物は、これらの規定の適用を受けて作成された 
 複製物（・・・）の譲渡により公衆に提供することができる。ただ 
 し、・・・、第三十五条第一項、・・・の規定の適用を受けて作成さ 
 れた著作物の複製物（第三十一条第一項若しくは第三項後段又は第四 
 十二条の規定に係る場合にあつては、映画の著作物の複製物を除 
 く。）を・・・、第三十五条第一項、・・・に定める目的以外の目的 
 のために公衆に譲渡する場合・・・は、この限りでない。 

＜譲渡について＞ 

• 35条を適用して作成された複製物の譲渡も、35条の目的の範囲内で
あれば認められている。 
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 （翻訳、翻案等による利用） 
第四十七条の六 次の各号に掲げる規定により著作物を利用することが 
 できる場合には、当該著作物について、当該規定の例により当該各号 
 に定める方法による利用を行うことができる。 
 一 第三十条第一項、第三十三条第一項（同条第四項において準用す 
  る場合を含む。）、第三十四条第一項、第三十五条第一項又は前条 
  第二項 翻訳、編曲、変形又は翻案 
 二 （略） 
 三 （略） 
２ （略） 

＜翻訳、翻案等について＞ 

• 35条が適用可能な場合は著作物を翻訳・翻案等を行うことも認めら
れている。 
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 （同一性保持権） 
第二十条 著作者は、その著作物及びその題号の同一性を保持する 
 権利を有し、その意に反してこれらの変更、切除その他の改変を 
 受けないものとする。 
２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する改変については、 
 適用しない。 
 一 第三十三条第一項（同条第四項において準用する場合を含 
  む。）、第三十三条の二第一項、第三十三条の三第一項又は第 
  三十四条第一項の規定により著作物を利用する場合における用字又 
  は用語の変更その他の改変で、学校教育の目的上やむを得ないと認 
  められるもの 
 二・三 （略） 
 四 前三号に掲げるもののほか、著作物の性質並びにその利用の目的 
  及び態様に照らしやむを得ないと認められる改変 

＜同一性保持権について＞ 

• 教材作成等のための改変については教科書を除いて特別な規程は
なく、「やむを得ない」か否かの解釈に委ねられる。 

• 少なくとも教育上の必要性が説明できることは必須。 
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＜公衆送信について＞ 

• 主会場で利用している著作物を（テレビ会議システム等を
使って）遠隔地の副会場で同時に授業を受ける者に対して
公衆送信を行うことが認められる。（2項） 

• その他の場面での公衆送信は現行法では対象外 

• 対面授業のための教材をクラウドにアップロード 

• 家庭療養中の生徒のためのオンデマンド授業 

• 他の高校の教師が遠隔地からテレビ会議システム等で授業を実施
（スタジオ型リアルタイム配信授業） 

• 平成30年改正により、複製と同様の条件で公衆送信が幅広
く権利制限の対象となる（新1項）。ただし、新たに権利
制限の対象となる公衆送信を行う場合は、補償金の支払い
が必要。（新2項・3項） 

 ※施行は法の公布（H30.5.25）から３年以内で政令で定める日 
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複製 

その他の公衆送信全て 

（著作権法第35条第1項） 

 ⇒補償金付き権利制限 

対面授業で使用する資料と
して印刷・配布 

対面授業の予習・復習用の資料をメールで送信 

オンデマンド授業で講義映像や資料を送信 

平成30年改正で権利制限の対象に 

同時中継 

対面授業で使用した資料や講義映像を 
遠隔合同授業（同時中継）で他の会場に送信 

（著作権法第35条第2項） 

遠隔合同授業のた
めの公衆送信 

遠隔地の会場 
同時中継 

スタジオ型のリアルタイム配信授業 

権利制限あり（無許諾・無償） 

権利制限あり（無許諾・無償） 

遠隔地の会場 

http://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/h30_hokaisei/pdf/r1406693_02.pdf 

（参考）文化庁ウェブサイト 

http://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/h30_hokaisei/pdf/r1406693_02.pdf
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（参考）学校等の著作物利用に関する各国の 
    権利制限規定 

日 米 英 仏 独 韓 豪 

複製 ●  
 

※ 

◇ ○ ○ ○ ○ 

 
公衆送信 

× 
↓ 
○ 

 
◇ 

 
○ 

 
○ 

 
○ 

 
○ 

●補償金なし ○補償金あり ◇ライセンス料 ×権利制限なし  
※米国はフェアユースかどうかを訴訟で判断 

• 諸外国では公益的な教育活動のための著作物の利用でも、
著作権者に一定の対価の還元が行われている。 



○今日の複製機器等の普及状況を踏まえると、教育機関における著

作物利用は、複製・公衆送信のいずれも著作権者に軽微とは言えな

い不利益を及ぼしており、諸外国の状況を見ても、複製・公衆送信

のいずれも補償の必要性が認められる。 

○しかし、現在無償で行える行為を補償金の対象とした場合、教育

現場の混乱を招きかねない。 

○このため、今回の制度改正では、教育機関における手続き的負担

を軽減しつつ（支払窓口の一元化等）、新たに権利制限の対象とす

る公衆送信のみを補償金の対象とすることが適当。（現在無償で行

える行為の取扱いは将来の課題。） 
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補償金請求権に関する考え方 
（平成29年4月文化審議会著作権分科会報告書） 



指定管理団体 
（授業目的公衆送信補償金等管

理協会（SARTRAS） ） 

教育機関の設置者 

権利者 

集中管理団体 

権利者 権利者 権利者 

①教育機関側団体から意見聴取  

教育機関の設置者の代表団体 

 

教育機関の設置者 教育機関の設置者 

文化庁長官が指定 

教育機関の設置者 

権
利
者
側 

利
用
者
側 

集中管理団体 

権利者 権利者 権利者 

文化庁 

文化審議会 

文化庁長官 

③文化審議会へ諮問 

支払義務者 

（以下の要素に照らして適正な額と認める場合に認可） 
 ○３５条の趣旨（非営利教育機関における著作物の利用円滑化） 

 ○公衆送信の通常の使用料の額 
 ○その他の事情 
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補償金額の決定手続のイメージ 

http://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/h30_hokaisei/pdf/r1406693_02.pdf （参考）文化庁ウェブサイト 

http://4.bp.blogspot.com/-IZ1YGLIfNIE/V8jqZT91YhI/AAAAAAAA9ec/CuUGxsLNJScodeVLa_BJswvn6di3G0ExACLcB/s800/copyright_building.png
http://4.bp.blogspot.com/-IZ1YGLIfNIE/V8jqZT91YhI/AAAAAAAA9ec/CuUGxsLNJScodeVLa_BJswvn6di3G0ExACLcB/s800/copyright_building.png
http://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/h30_hokaisei/pdf/r1406693_02.pdf
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「著作物の教育利用に関する関係者フォーラム」 

• 2018年11月27日～教育関係者と権利者が活動開始 

• 検討テーマ 

 ➀教育利用の補償金の支払等 

 ➁教育現場における著作権に関する研修や普及啓発等 

 ➂著作権法の解釈に関するガイドライン 

 ➃補償金制度を補完するライセンス環境 

（参考）文化審議会著作権分科会法制・基本問題小委員会（第７回）配布資料１ 

  http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/chosakuken/hoki/h30_07/pdf/r1412112_01.pdf 



• 他人の著作物を「引用」する行為を一定の条件の下で認
めるもの。 

• 引用の目的として報道、批評、研究が例示されているが、
これに限定はされないので、授業やそれ以外の場面でも
適用可能。 

 

（例） 

• 執筆する論文等の中に自説を補強するため他人の論文の一部分を
抜粋 

• ある事物について解説するため当該事物が被写体となっている写
真を掲載 

• ある写真について批評するため当該写真を掲載 
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引用（32条） 
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（引用） 
第三十二条 公表された著作物は、引用して利用することができる。 
 この場合において、その引用は、公正な慣行に合致するものであ 
 り、かつ、報道、批評、研究その他の引用の目的上正当な範囲内 
 で行なわれるものでなければならない。 
２ （略） 



• 条件 

 ⅰ公表された著作物 

 ⅱ引用 

 ⅲ公正な慣行に合致 

 ⅳ引用の目的上正当な範囲内 

 ⅴ原則として出所の明示が必要 
 

⇒ⅱ～ⅳとの関連で以下の点の充足が基本的に必要 

 ①引用の「必然性」があること 

 ②引用する部分が「明確に区別」されること 

 ③自分の著作物と他人の著作物との間に妥当な「主従関係」 

  があること 

 ④引用する分量が必要最小限度の範囲内であること 
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脱ゴーマニズム宣言事件 （東京高判平成12年4月25日） 

 

 

引用が問題となったケース 
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引用が問題となったケース 

パロディ・モンタージュ事件（最判昭和55年3月28日 ） 

 

 



本日の講演の構成 

１．著作物を適法に利用する方法 
 

２．教育活動における著作物の利用目的等 

 に応じた対応 
 

３．教育に関わる権利制限規定 
 

４．著作物性／著作物の創作的表現の利用 

33 



「著作物」とは 

思想又は感情を創作的に表現したものであって、文芸、
学術、美術又は音楽の範囲に属するもの 

（著作権法２条１項１号） 
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著作物性のないもの 

35 

②「表現」⇒「アイデア」の域を出ないものは対象外 
 

 例）「Ｍｇのカルコゲナイドで四面体結合を有するものはＴｅの化合物のみで、 

   他の化合物は岩塩構造である」（カルコゲナイド事件（大阪地判昭和54年9月25日）） 

 例） 「ウィルソン・コーワンの模型からよく知られた微分方程式を導き脳波現象  

   の解明に大きな貢献をすることができる」という命題の解明過程 

   （脳波数理解析論文事件（大阪高判平成6年2月25日）） 

① 「思想又は感情」⇒単なる事実を表現したものは対象外 
 

 例）研究成果を示したデータやグラフ 
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③「創作的」⇒ありふれた表現や他に表現の選択の幅が 

 狭いものは対象外 

 ※なお、「創作的」とは、高度な芸術性・学術性が求められる 

  ものではなく、作者の何らかの個性が表されていれば足りる。 
 

 例）「城とは人によって住居、軍事、政治目的をもって選ばれた防御的構築 

   物をいう。」（城の定義事件（東京地判平成6年4月25）） 

 

 

 



37 （ふぃーるどわーく多摩事件（東京地判平成13年1月23頁）） 



著作物の創作的表現の利用（類似性） 
を巡って争われたケース 

38 

（原告作品） （被告作品） 

（パズル事件（東京地判平成20年1月31日）） 
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（原告作品） （被告作品） 

（パズル事件（東京地判平成20年1月31日）） 
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（原告作品） 

（風呂バンス事件（大阪高判平成17年12月15日）） 

（被告作品） 



原告表現 被告表現 

不安と疲労のために、家族たちは“敗
残兵”のようにバスから降り立った。 

みなさすがに不安と疲労の色濃く、
敗残兵のようにバスから降り立った。 
 
 

一刻も早く身内の安否を知りたいと
思う家族は、日航の幹部を容赦なく
罵倒し、その中の一人はF社長の顔に
水を浴びせたりした。 

一刻も早く肉親の安否を知りたいと
念じる家族の不安と怒りは頂点に達
し、日航の幹部を容赦なく罵倒し、F
社長の顔に水を浴びせる人もいた。 
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（風にそよぐ墓標事件（知財高判平成25年9月30日）） 


